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ＩＬＯ事務局長 様

2020 年 9 月 25 日

連帯労働者組合・杉並

ユニオンらくだ（京都自治体関連労働者自立組合）非常勤嘱託職員部会

連帯労働者組合・板橋区パート

あぱけん神戸（アルバイト・派遣・パート非正規等労働組合）

追加の情報提供です。

私たちは 8 月 31 日に外務省、厚生労働省、内閣人事局、総務省との質疑応答の場を持ち

ました。各省庁からの出席者は、国際人権規約や ILO を担当している職員です。そのやり

取りの中で、重要な問題が明らかになりましたので、報告します。

１ ILO についての研修がなされていないこと

① 各省庁ともに、ILO 研修がほとんど行われていないことが明らかになりました。

特に、公務員の問題を担当する内閣人事局と総務省では全く行われていません。

② これでは、ILO からの勧告の意義を十分に理解することができません。国内法制を

国際労働基準に合わせようとする意欲を生じさせることは困難です。

③ したがって、私たちは CEACR が日本政府に対して、ILO の研修を行うよう勧告する

ことを求めます。各省庁の担当者が約 2年で異動になってしまう現状の中では、喫緊

の課題です。

２ 裁判所に ILO からの勧告を知らせていないこと

① ILO からの勧告などを、各省庁が裁判所に伝えていないことも明らかになりました。

② 日本国憲法の 98 条 2 項には「日本国が締結した条約及び確立された国際法規は、

これを誠実に順守することを必要とする」とあります。ILO からの勧告を知らずして

裁判所が「誠実に順守する」ことは不可能です。ILO からの勧告は、裁判所の判決に

反映されなければなりません。

③ したがって、私たちは CEACR が日本政府に対して、ILO からの勧告を裁判所に知ら

せるよう、勧告することを求めます。
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３ 労働基本権付与にあたって、「交渉コストが増加し、混乱を招くおそれがある」、「労

使交渉の長期化により業務執行に影響を及ぼすおそれがある」などの課題を挙げて、

「期限を区切った行動計画」を策定しようとしないこと

これらの点についての私たちの質問に対する政府の回答要旨は以下のとおりです。

① 「交渉コストが増加し、混乱を招くおそれがある」についての回答

・（労働基本権制約の理由にはならない、という）ご意見があることは承知している

・国民の理解が得られない、ということで「慎重に検討」としている

・コストの比較資料はない。交渉コストの増加という点は、行政機関などのヒアリン

グで出ていた話である

・合意に達するまで団体交渉を重ね、労働協約を締結し、それに基づいて給与を支給

しなければならなくなることが「コスト増」の原因となる

※この点に関する「現行制度でも合意を得るために交渉を重ねるのではないか？」と

いう私たちの質問に、明確な回答はなかった。

② 「労使交渉の長期化により業務執行に影響を及ぼすおそれがある」についての回答

・交渉が妥結しないことにより、「混乱」や「業務執行に影響」が生ずる

※この点に関する「現行制度でも交渉が妥結しないことはあるのではないか？」とい

う私たちの質問に、明確な回答はなかった

以上


